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規規 則則

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第40号

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則（平成15年宮崎県規則第42号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、鳥獣の保護及び狩猟

の適正化に関する法律（平成14年法律第88号。以下「法」という

。）及び鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則（平

成14年環境省令第28号。以下「省令」という。）の施行に関し必

要な事項を定めるものとする。

第４条 ［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細

則

（趣旨）

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号。以下「

法」という。）及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律施行規則（平成14年環境省令第28号。以下「省令」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（夜間銃猟に係る確認の申請書）

第４条 省令第13条の８第１項の申請書の様式は、夜間銃猟作業計

画確認申請書（別記様式第３号の２）によるものとする。

（指定管理鳥獣捕獲等事業従事者証の交付の申請書）

第５条 省令第13条の９第１項の申請書の様式は、指定管理鳥獣捕

獲等事業従事者証交付申請書（別記様式第３号の３）によるもの

とする。

第６条 ［略］

（鳥獣捕獲等事業の認定の申請書等）

第７条 法第18条の３第１項の申請書の様式は、認定申請書（別記

様式第４号の２）によるものとする。

２ 省令第19条の９第４項の申請書の様式は、認定証再交付申請書

（別記様式第４号の３）によるものとする。

３ 省令第19条の９第５項の届出は、認定証亡失届出書（別記様式

第４号の３）によってするものとする。
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第５条～第７条 ［略］

（鳥獣の保護繁殖上一般に支障がないと認められる行為の指定）

第８条 法第29条第７項ただし書に規定する鳥獣の保護に支障がな

いと認められる行為であって知事が定めるものは、次に掲げる行

為とする。

（１）～（３） ［略］

（４） 法第29条第７項第４号の政令で定める行為のうち、次に掲

げる行為

ア～カ ［略］

キ 電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第 120条第１項に

規定する認定電気通信事業者が行う同項に規定する認定電気

通信事業の用に供する設備、放送法（昭和25年法律第 132号

）による放送の用に供する放送設備又は有線テレビジョン放

送法（昭和47年法律第 114号）による有線テレビジョン放送

施設の管理に必要な行為

ク～ス ［略］

第９条・第10条 ［略］

第11条・第12条 ［略］

（狩猟者登録の申請書）

第13条 法第56条（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のた

めの特別措置に関する法律（平成19年法律第 134号。以下「鳥獣

被害防止特措法」という。）第９条第５項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の申請書の様式は、狩猟者登録申請書

（別記様式第12号）によるものとする。

第14条 ［略］

（許可証等の再交付の申請書等）

第15条 省令第７条第10項、第11条の２第８項、第15条第５項、第

20条第４項、第24条第４項、第42条第４項、第48条第５項及び第

65条第９項の申請書の様式は、許可証等再交付申請書（別記様式

第14号）によるものとする。

２ 省令第７条第13項及び第14項、第11条の２第10項、第15条第７

項、第20条第６項、第24条第６項、第42条第６項、第50条並びに

第65条第10項の書面は、許可証等亡失届出書（別記様式第14号）

によるものとする。

（住所等の変更の届出）

４ 法第18条の７第２項において準用する法第18条の３第１項の申

請書の様式は、変更認定申請書（別記様式第４号の４）によるも

のとする。

５ 省令第19条の12第１項の届出書の様式は、認定事項変更届出書

（別記様式第４号の５）によるものとする。

６ 法第18条の７第４項の届出は、認定鳥獣捕獲等事業廃止届出書

（別記様式第４号の６）によってするものとする。

７ 法第18条の８第６項において準用する法第18条の３第１項の申

請書の様式は、認定有効期間更新申請書（別記様式第４号の７）

によるものとする。

第８条～第10条 ［略］

（鳥獣の保護繁殖上一般に支障がないと認められる行為の指定）

第11条 法第29条第７項ただし書に規定する鳥獣の保護に支障がな

いと認められる行為であって知事が定めるものは、次に掲げる行

為とする。

（１）～（３） ［略］

（４） 法第29条第７項第４号の政令で定める行為のうち、次に掲

げる行為

ア～カ ［略］

キ 電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第 120条第１項に

規定する認定電気通信事業者が行う同項に規定する認定電気

通信事業の用に供する設備、放送法（昭和25年法律第 132号

）による基幹放送の用に供する放送設備又は有線テレビジョ

ン放送（有線電気通信設備を用いて行われる同法第２条第18

号に規定するテレビジョン放送をいう。）の用に供する放送

設備の管理に必要な行為

ク～ス ［略］

第12条・第13条 ［略］

（住居集合地域等における麻酔銃猟の許可の申請書）

第14条 省令第46条の２第１項の申請書の様式は、麻酔銃猟許可申

請書（別記様式第９号の２）によるものとする。

第15条・第16条 ［略］

（狩猟について必要な適性を確認した書面）

第17条 省令第59条の２の書面の様式は、狩猟について必要な適性

の確認をした旨の書面（別記様式第11号の２）によるものとする

。

（狩猟者登録の申請書）

第18条 法第56条（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のた

めの特別措置に関する法律（平成19年法律第 134号。以下「鳥獣

被害防止特措法」という。）第９条第６項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の申請書の様式は、狩猟者登録申請書

（別記様式第12号）によるものとする。

第19条 ［略］

（許可証等の再交付の申請書等）

第20条 省令第７条第10項、第11条の２第８項、第13条の９第４項

、第15条第５項、第20条第４項、第24条第４項、第42条第４項、

第46条の２第４項、第48条第５項及び第65条第９項の申請書の様

式は、許可証等再交付申請書（別記様式第14号）によるものとす

る。

２ 省令第７条第13項及び第14項、第11条の２第10項、第13条の９

第７項、第15条第７項、第20条第６項、第24条第６項、第42条第

６項、第46条の２第６項、第50条並びに第65条第10項の書面は、

許可証等亡失届出書（別記様式第14号）によるものとする。

（住所等の変更の届出）
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第16条 省令第７条第11項及び第12項、第11条の２第９項、第15条

第６項、第20条第５項、第24条第５項並びに第42条第５項の規定

による届出は、住所等変更届出書（別記様式第14号）によってす

るものとし、当該変更に係る許可証、従事者証、承認証、指定猟

法許可証、登録票又は販売許可証を添付するものとする。

２ 省令第48条第４項及び第65条第８項（鳥獣被害防止特措法第９

条第５項の規定により読み替えて適用する法第61条第４項の規定

による届出の場合を含む。）の届出書の様式は、住所等変更届出

書（別記様式第14号）によるものとし、当該変更に係る狩猟免状

又は狩猟者登録証を添付するものとする。

第17条 ［略］

別記

様式第１号（第２条関係）

（表面）

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第９条第２項（及び

同法第９条第８項）の規定により、鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の

採取等の許可（及び従事者証の交付）を受けたいので、次のとお

り申請します。

（裏面）

記載上の注意事項

１～４ ［略］

５ 目的欄には「学術研究」「有害鳥獣捕獲」等、捕獲等をする

事由を記載すること。

６ ［略］

７ 方法欄には、使用する捕獲用具の名称等を記入すること。

８～10 ［略］

11 鳥獣保護区等の記入欄には、鳥獣保護区、休猟区、公道、自

然公園法第14条第１項の特別保護地区、都市計画法第４条第６

項に規定する都市計画施設である公共空地その他公衆の娯楽の

目的で設けられた園地であって囲い又は標識によりその区域を

明示したもの、自然環境保全法第14条第１項の原生自然環境保

全地域、社寺境内、墓地、銃猟禁止区域、銃猟制限地域又は猟

区内において捕獲等又は採取等をしようとする場合にあっては

、その旨を記載すること。

12 ［略］

13 猟銃・空気銃所持許可証番号及び交付年月日の記入欄には、

銃器を使用して捕獲等をしようとする場合にあっては、当該銃

器の所持について申請者（法人にあっては、捕獲等に従事する

者）が現に受けている銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第

１号の規定に係る許可証番号及び交付年月日を記載すること。

14 ［略］

第21条 省令第７条第11項及び第12項、第11条の２第９項、第13条

の９第５項及び第６項、第15条第６項、第20条第５項、第24条第

５項、第42条第５項並びに第46条の２第５項の規定による届出は

、住所等変更届出書（別記様式第14号）によってするものとし、

当該変更に係る許可証、従事者証、承認証、指定猟法許可証、登

録票又は販売許可証を添付するものとする。

２ 省令第48条第４項及び第65条第８項（鳥獣被害防止特措法第９

条第６項の規定により読み替えて適用する法第61条第４項の規定

による届出の場合を含む。）の届出書の様式は、住所等変更届出

書（別記様式第14号）によるものとし、当該変更に係る狩猟免状

又は狩猟者登録証を添付するものとする。

第22条 ［略］

別記

様式第１号（第２条関係）

（表面）

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条第

２項（及び同法第９条第８項）の規定により、鳥獣の捕獲等及び

鳥類の卵の採取等の許可（及び従事者証の交付）を受けたいので

、次のとおり申請します。

（裏面）

記載上の注意事項

１～４ ［略］

５ 目的欄には「学術研究（生態調査）」「管理（被害防止）」

「管理（数の調整）」「保護（傷病鳥獣）」等、捕獲等をする

事由を記載すること。

６ ［略］

７ 方法欄には、使用する捕獲用具の名称を記入し、その構造、

設置方法等を示す図面を添付すること。

なお、麻酔銃を使用する場合は、使用薬名及び施用量を添付

図面に記載すること。

８～10 ［略］

11 鳥獣保護区等の記入欄には、鳥獣保護区、休猟区、公道、自

然公園法（昭和32年法律第 161号）第21条第１項の特別保護地

区、都市計画法（昭和43年法律第 100号）第４条第６項に規定

する都市計画施設である公共空地その他公衆の娯楽の目的で設

けられた園地であって囲い又は標識によりその区域を明示した

もの、自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第14条第１項の

原生自然環境保全地域、社寺境内、墓地、銃猟禁止区域、銃猟

制限地域又は猟区内において捕獲等又は採取等をしようとする

場合にあっては、その旨を記載すること。

12 ［略］

13 猟銃・空気銃所持許可証番号及び交付年月日の記入欄には、

銃器を使用して捕獲等をしようとする場合にあっては、当該銃

器の所持について申請者（法人にあっては、捕獲等に従事する

者）が現に受けている銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律

第６号）第４条第１項の規定に係る許可証番号及び交付年月日

（所持の許可を受けた者以外の者が当該所持の許可を受けた者

の監督の下に麻酔銃猟を実施する場合にあっては、銃砲刀剣類

所持等取締法施行規則（昭和33年総理府令第16号）第５条第２

項に規定する人命救助等に従事する者届出済証明書の番号及び

交付年月日を含む。）を記載すること。

14 ［略］

［略］ ［略］
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［略］

様式第２号（第２条関係）

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第９条第１項に規定

する鳥獣による被害防止のための鳥獣捕獲等を次のとおり依頼し

ます。

様式第３号（第３条関係）

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第９条第８項の規定

により、鳥獣の捕獲に係る従事者証の交付を受けたいので、次の

とおり申請します。

［略］

［略］

様式第２号（第２条関係）

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条第

１項に規定する鳥獣による被害防止のための鳥獣捕獲等を次のと

おり依頼します。

様式第３号（第３条関係）

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条第

８項の規定により、鳥獣の捕獲に係る従事者証の交付を受けたい

ので、次のとおり申請します。

［略］

［略］ ［略］

［略］ ［略］

別記様式第３号の次に次の２様式を加える。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第４号（第４条関係）

（注） １～３ ［略］

［略］

様式第４号（第６条関係）

記載上の注意事項

１～３ ［略］

［略］

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第15条第４項の

規定により指定猟法禁止区域における指定猟法による鳥獣の

捕獲等の許可を受けたいので、同条第11項において準用する

同法第９条第２項の規定により、下記のとおり申請します。

［略］

［略］

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第15

条第４項ただし書の規定により指定猟法禁止区域における指

定猟法による鳥獣の捕獲等の許可を受けたいので、同条第11

項において準用する同法第９条第２項の規定により、下記の

とおり申請します。

［略］

［略］

別記様式第４号の次に次の６様式を加える。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第５号（第５条関係）

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第19条第１項（第19

条第５項）の規定により鳥獣の飼養の登録（有効期間の更新）を

受けたいので、次のとおり申請します。

様式第６号（第６条関係）

［略］

鳥獣の譲受け（引受け）をしたので、鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律第20条第３項の規定により、次のとおり届け出

ます。

［略］

様式第７号（第７条関係）

［略］

販売禁止鳥獣等の販売をしたいので、鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律第24条第１項の規定により、次のとおり申請し

ます。

様式第８号（第９条関係）

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第29条第７項の規定

により鳥獣保護区特別保護地区（特別保護指定区域）内における

行為の許可を受けたいので、同条第８項の規定により次のとおり

申請します。

記載上の注意事項

１ 「備考」欄には次の事項を記入すること。

（１）・（２） ［略］

（３） 過去に鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の許可

を受けたものにあっては、その旨並びに許可処分の日付、番

号及び付された条件

２ ［略］

［略］

様式第９号（第10条関係）

様式第５号（第８条関係）

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第19条第

１項（第19条第５項）の規定により鳥獣の飼養の登録（有効期間

の更新）を受けたいので、次のとおり申請します。

様式第６号（第９条関係）

［略］

鳥獣の譲受け（引受け）をしたので、鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する法律第20条第３項の規定により、次のと

おり届け出ます。

［略］

様式第７号（第10条関係）

［略］

販売禁止鳥獣等の販売をしたいので、鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する法律第24条第１項の規定により、次のと

おり申請します。

様式第８号（第12条関係）

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第29条第

７項の規定により鳥獣保護区特別保護地区（特別保護指定区域）

内における行為の許可を受けたいので、同条第８項の規定により

次のとおり申請します。

記載上の注意事項

１ 「備考」欄には次の事項を記入すること。

（１）・（２） ［略］

（３） 過去に鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律の許可を受けたものにあっては、その旨並びに許可処分

の日付、番号及び付された条件

２ ［略］

［略］

様式第９号（第13条関係）

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］ ［略］

［略］

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第32条第１項の

規定により損失補償を受けたいので、同条第２項の規定によ

り次のとおり請求します。

鳥獣保護区（ 特別保護地区）鳥獣保護区等の名称

□ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関

する法律第28条第11項の規定による

鳥獣保護区内の鳥獣保護の施設の設

置

□ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関

する法律第29条第７項の規定による

特別保護地区内の行為の申請に係る

不許可

□ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関

する法律第29条第10項により同条第

７項の許可に条件を付せられたこと

補償請求の原因とな

った行為・箇所

［略］

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第32

条第１項の規定により損失補償を受けたいので、同条第２項

の規定により次のとおり請求します。

鳥獣保護区（ 特別保護地区）鳥獣保護区等の名称

□ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律第28条第11項の

規定による鳥獣保護区内の鳥獣保護

の施設の設置

□ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律第29条第７項の

規定による特別保護地区内の行為の

申請に係る不許可

□ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律第29条第10項の

規定により同条第７項の許可に条件

を付せられたこと。

補償請求の原因とな

った行為・箇所
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記載上の注意事項

１～３ ［略］

［略］

注 １～３ ［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

別記様式第９号の次に次の１様式を加える。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第10号（第15条関係）

（表面）

（裏面）

様式第11号（第16条関係）

（表面）

（裏面）

様式第10号（第11条関係）

（表面）

（裏面）

様式第11号（第12条関係）

（表面）

（裏面）

［略］

［略

］

［略］

狩猟免許を受けたいので、鳥獣の保護及び狩猟の

適正化に関する法律第41条の規定により、次のとお

り申請します。

［略］

［略］

［略］

［略］

［略

］

［略］

狩猟免許を受けたいので、鳥獣の保護及び管理並

びに狩猟の適正化に関する法律第41条の規定により

、次のとおり申請します。

［略］

［略］

［略］

［略］

（３） 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律又は同法の

規定に基づく命令の規定に違反して罰金以上の刑に処せら

れたことの有無

［略］

［略］

［略］

（３） 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

又は同法の規定に基づく命令の規定に違反して罰金以上の

刑に処せられたことの有無

［略］

［略］

［略］

［略

］

［略］

狩猟免許の更新を受けたいので、鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に関する法律第51条第１項の規定によ

り、次のとおり申請します。

［略］

［略］

適性試験の結果講習会狩猟免

許番号

免許の

種類 運動能力聴力視力

［略］

［略］

［略

］

［略］

狩猟免許の更新を受けたいので、鳥獣の保護及び

管理並びに狩猟の適正化に関する法律第51条第１項

の規定により、次のとおり申請します。

［略］

［略］

※適性試験

の 免 除

適性試験の結果講習会狩猟免

許番号

免許の

種類 運動

能力

聴力視力

［略］

［略］

免許の種類

記載上の注意事項

１・２ ［略］

［略］

免許の種類

（４） 認定鳥獣捕獲等事業の従事者の場合において、狩猟に

ついて必要な適性を有することの確認（確認がなされてい

る場合は、適性の確認欄の□にレ印を付すること。）

□適性の確認

記載上の注意事項

１・２ ［略］

添付書類

（４）において、適性の確認がなされている場合は、認定鳥

獣捕獲等事業者が当該従事者について、狩猟について必要な

適性の確認をした旨の書面（別記様式第11号の２）を添付す

ること。

別記様式第11号の次に次の１様式を加える。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第12号（第18条関係）

（表面）

（裏面）

様式第12号（第13条関係）

（表面）

（裏面）

［略］

※放鳥獣猟区の区域の登録の

有無

［略］［略］

［略］

［略

］

［略］

下記のとおり狩猟者登録を受けたいので、鳥獣の

保護及び狩猟の適正化に関する法律第56条（鳥獣に

よる農林水産業等に係る被害の防止のための特別措

置に関する法律第９条第５項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の規定により申請します

。

［略］

［略］

［略］

※放鳥獣猟区の区域の登録の

有無

※法施行規則第65条第１項第

７号、第８号又は第９号の該

当者であるか否かの別

［略］［略］

［略］

［略

］

［略］

下記のとおり狩猟者登録を受けたいので、鳥獣の

保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第56

条（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のた

めの特別措置に関する法律第９条第５項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の規定により

申請します。

［略］

［略］

［略］

（３） ［略］

［略］

（４） ［略］

［略］

（５） ［略］

［略］

（６） 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則第

67条の要件に関する事項

［略］

（７） ［略］

［略］

記載上の注意事項

１～３ ［略］

４ （６）は、職業を具体的に記載し、さらに職業分類の該当

番号を○で囲むこと。

５ ※印欄には、申請者は記載しないこと。

対象鳥獣捕獲員であるか否かの別の欄は、対象鳥獣捕獲

員である場合は所属市町村名を、対象鳥獣捕獲員でない場

合は「否」と記載するものとする。

６ ［略］

添付書類

１～３ ［略］

［略］

（３） ［略］

［略］

（４） 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

施行規則第65条第１項第７号、第８号又は第９号の該当者

であるか否かの別（該当の□にレ印を付する。）

□ 許可捕獲等をした者 □ 許可捕獲等に従事した者

□ 認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者 □ いずれにも該当しない

（５） ［略］

［略］

（６） ［略］

［略］

（７） 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

施行規則第67条の要件に関する事項

［略］

（８） ［略］

［略］

記載上の注意事項

１～３ ［略］

４ （８）は、職業を具体的に記載し、更に職業分類の該当番

号を○で囲むこと。

５ ※印欄には、申請者は記載しないこと。

対象鳥獣捕獲員であるか否かの別の欄は、対象鳥獣捕獲

員である場合は所属市町村名を、対象鳥獣捕獲員でない場

合は「否」と記載するものとする。

また、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律施行規則第65条第１項第７号、第８号又は第９号の該

当者であるか否かの別の欄は、該当者である場合は「有」

を、該当者でない場合は「否」と記載するものとする。

６ ［略］

添付書類

１～３ ［略］
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様式第13号（第14条関係）

（表面）

（裏面）

様式第14号（第15条、第16条関係）

様式第13号（第19条関係）

（表面）

（裏面）

様式第14号（第20条、第21条関係）

［略］

４ 申請者が鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す

る法律施行規則第65条第１項第７号、第８号又は第９号の

該当者にあっては、狩猟税減免措置について要件を備えて

いることを証する書面

［略］

［略］

※放鳥獣猟区の区域の登録の

有無

［略］

［略］

［略

］

［略］

下記のとおり変更登録を受けたいので、鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律第61条第２項の規

定により申請します。

［略］

［略］

［略］

※放鳥獣猟区の区域の登録の

有無

※法施行規則第65条第１項第

７号、第８号又は第９号の該

当者であるか否かの別

※対象鳥獣捕獲員であるか否

かの別［略］

［略］

［略

］

［略］

下記のとおり変更登録を受けたいので、鳥獣の保

護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第61条

第２項の規定により申請します。

［略］

［略］

［略］

［略］

添付書類

１・２ ［略］

［略］

［略］

［略］

添付書類

１・２ ［略］

３ 申請者が鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す

る法律施行規則第65条第１項第７号、第８号又は第９号の

該当者である場合は、狩猟税減免措置について要件を備え

ていることを証する書面

［略］

［略］

（該当項目の□にレ印を付す）

□ 住所・氏名等に係る区分の変更届出書（※１）

下記のとおり住所等の変更をしたので、鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に関する法律（第46条第１項、第61条第４項

）又は同法施行規則（第７条第11項、第７条第12項、第11

条の２第９項、第15条第６項、第20条第５項、第24条第５

項、第42条第５項）の規定により届け出ます。

□ 対象鳥獣捕獲員となった場合又は当該者が対象鳥獣捕獲

員でなくなった場合の届出書（※２）

下記のとおり変更があったので、鳥獣による農林水産業

等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律第９条

第５項の規定により読み替えて適用する鳥獣の保護及び狩

猟の適正化に関する法律第61条第４項の規定により届け出

ます。

□ 亡失届出

下記のとおり狩猟免状等を亡失したので、鳥獣の保護及

び狩猟の適正化に関する法律施行規則（第７条第13項、第

７条第14項、第11条の２第10項、第15条第７項、第20条第

［略］

（該当項目の□にレ印を付す）

□ 住所・氏名等に係る区分の変更届出書（※１）

下記のとおり住所等の変更をしたので、鳥獣の保護及び

管理並びに狩猟の適正化に関する法律（第46条第１項、第

61条第４項）又は同法施行規則（第７条第11項、第７条第

12項、第11条の２第９項、第13条の９第５項、第13条の９

第６項、第15条第６項、第20条第５項、第24条第５項、第

42条第５項、第46条の２第５項）の規定により届け出ます

。

□ 対象鳥獣捕獲員となった場合又は当該者が対象鳥獣捕獲

員でなくなった場合の届出書（※２）

下記のとおり変更があったので、鳥獣による農林水産業

等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律第９条

第５項の規定により読み替えて適用する鳥獣の保護及び管

理並びに狩猟の適正化に関する法律第61条第４項の規定に

より届け出ます。

□ 亡失届出

下記のとおり狩猟免状等を亡失したので、鳥獣の保護及

び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則（第７条

第13項、第７条第14項、第11条の２第10項、第13条の９第
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（注） １～３ ［略］

［略］

記載上の注意事項

１～３ ［略］

４ 法人にあっては、住所欄は主たる事務所の所在地を、氏名の

欄は名称と代表者名を記入すること。

［略］

６項、第24条第６項、第42条第６項、第50条、第65条第10

項）の規定により届け出ます。

□ 再交付申請

下記のとおり狩猟免状等を亡失（滅失、汚損、破損）し

たので、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（第９

条第９項、第15条第７項、第19条第６項、第24条第６項、

第35条第８項、第46条第２項、第61条第５項）又は同法施

行規則（第11条の２第７項）の規定により狩猟免状等の再

交付を申請します。

（該当項目の□にレ印を付す）

□狩猟免状 □狩猟者登録証 □狩

猟者記章 □鳥獣の捕獲等許可証

□従事者証 □承認証（対象狩猟鳥獣

） □指定猟法許可証 □鳥獣飼養

登録票 □販売許可証 □承認証（

特定猟具使用）

狩猟免状等の種類

［略］

７項、第15条第７項、第20条第６項、第24条第６項、第42

条第６項、第46条の２第６項、第50条、第65条第10項）の

規定により届け出ます。

□ 再交付申請

下記のとおり狩猟免状等を亡失（滅失、汚損、破損）し

たので、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律（第９条第９項、第15条第７項、第19条第６項、第24

条第６項、第35条第８項、第46条第２項、第61条第５項）

又は同法施行規則（第11条の２第７項、第13条の９第４項

、第46条の２第４項）の規定により狩猟免状等の再交付を

申請します。

（該当項目の□にレ印を付す）

□狩猟免状 □狩猟者登録証 □狩

猟者記章 □鳥獣の捕獲等許可証

□従事者証 □承認証（対象狩猟鳥獣

） □指定猟法許可証 □鳥獣飼養

登録票 □販売許可証 □承認証（

特定猟具使用） □指定管理鳥獣捕獲

等事業従事者証 □麻酔銃猟許可証

狩猟免状等の種類

［略］

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則（以下「改正前の規則」という。

）の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則の

相当規定に基づいて提出された申請書とみなす。

３ この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが

できる。

告告 示示

宮崎県告示第 425号

宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例（昭和52年宮崎

県条例第27号）第14条第１項の規定により、青少年に有害な興行と

して次のものを指定した。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

指定年月日製作・配給会社名題 名種類指定番号

平成27年６

月19日

下元組
＜新日本映像＞

ザ・禁断保健室 －美人女校医の場合－映画27年－13

浜野組
＜新日本映像＞

女詐欺師と美人シンガー お熱いのはどっち？映画27年－14

竹洞組
＜オーピー映画＞

色欲絵巻 千年の狂恋映画27年－15

渡辺（元）組
＜オーピー映画＞

女忍者 潮吹き忍法帖映画27年－16
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葬組
＜オーピー映画＞

オナニーシスター たぎる肉壺映画27年－17

的場組
＜新東宝映画＞

人妻や・り・ま・ん旅行 うずく肉体映画27年－18

山内組
＜オーピー映画＞

情炎の島 濡れた熱帯夜映画27年－19

内容の全部又は一部が、著しく青少年の性的感情を刺激し、青少年に粗暴性若しくは残虐性を生ぜしめ、又は青少年の
犯罪を誘発し、その健全な成長を阻害するおそれがあるため。

指定理由

宮崎県告示第 426号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第２項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 西臼杵郡日之影町大字七

折字舟ノ尾2242、2243

２ 指定の目的 干害の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び西臼杵支庁並びに日之影町役場に備え置いて縦

覧に供する。）

宮崎県告示第 427号

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、次の

とおり特定計量器の定期検査を実施する。ただし、特定計量器が特

定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省令第70号）第39条第１

項各号のいずれかに該当する場合は、平成27年11月２日から平成27

年11月30日までの間に当該特定計量器の定期検査を当該特定計量器

の所在の場所で実施する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

検査区域検査場所
検査受付

時 間
検査期日

対象とな
る特定計
量器

えびの市

全域

えびの市

全域

えびの市

全域

えびの市

全域

えびの市

役所真幸

出張所

飯野地区

コミュニ

ティセン

ター

えびの市

役所

宮崎県計

量検定所

午前11時から

午後５時まで

午前９時から

午後５時まで

午前９時から

午後２時30分まで

午前８時30分から

午後５時15分まで

８月５日

８月６日

８月７日

８月５日

から９月

質量計

30日まで

椎葉村全

域

諸塚村全

域

美郷町全

域

美郷町全

域

美郷町全

域

椎葉村、

諸塚村、

美郷町全

域

椎葉村役

場

諸塚村中

央公民館

北郷区林

業センタ

ー１階研

修室

西郷区ニ

ューホー

プセンタ

ー

南郷区多

目的セン

ター

宮崎県計

量検定所

午後１時から

午後５時まで

午前９時30分から

正午まで

午後２時から

午後５時まで

午前９時から

午前11時まで

正午から

午後２時まで

午前８時30分から

午後５時15分まで

８月19日

８月20日

８月20日

８月21日

８月21日

８月19日

から９月

30日まで

質量計

門川町全

域

日向市全

域

日向市全

域

門川町、

日向市全

域

門川町役

場

日向市役

所

東郷総合

支所

宮崎県計

量検定所

午前11時から

午後５時まで

午前９時から

午後５時まで

午前９時から

午後２時まで

午前８時30分から

午後５時15分まで

８月26日

８月27日

８月28日

８月26日

から９月

30日まで

質量計

延岡市北

方町、北

川町、北

浦町全域

北浦町総

合支所

北川町総

合支所

北方町総

合支所

宮崎県計

量検定所

午前11時から

午後２時まで

午後２時30分から

午後５時まで

午前９時30分から

午後１時まで

午前８時30分から

午後５時15分まで

９月10日

９月10日

９月11日

９月10日

から10月

30日まで

質量計

備考

検査期日は、土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律（

昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。
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公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第７号）第10条の２

の規定により、県立芸術劇場の指定管理者の指定の申請の手続につ

いて次のとおり公表する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 指定管理者が管理を行う公の施設の名称、所在地及び設置目的

茨 名称 県立芸術劇場（以下「劇場」という。）

芋 所在地 宮崎県宮崎市船塚３丁目 210番地

鰯 設置目的 県民文化の拠点として、舞台芸術を中心に多様な

文化活動を促進し、文化の香り高い地域づくりと心豊かな県民

生活の創造に寄与するための施設

２ 指定期間

平成28年４月１日から平成33年３月31日までとする。ただし、

この期間において、管理を継続することが適当でないと認められ

るときは、指定管理者の指定を取り消すことがある。

３ 指定管理者の業務

茨 劇場の利用に関する業務

芋 劇場（敷地を含む。）の維持管理に関する業務

鰯 宮崎国際音楽祭に関する業務

允 県民文化振興事業（招へい公演、自主企画制作公演、教育普

及及び芸術文化発信の各事業）に関する業務

印 その他県立芸術劇場指定管理者募集要領（以下「募集要領」

という。）で定める業務

４ 指定管理者が行う管理の基準

公の施設に関する条例第10条の４及び県立芸術劇場管理規則（

平成５年宮崎県規則第47号）第19条に規定する管理の基準による

。

５ 指定管理者の指定方法

知事は、申請のあったものの中から、指定管理候補者を選定し

、議会の議決を経て指定管理者を指定する。

６ 指定管理者指定の申請に必要な資格

茨 宮崎県内に事業所又は事務所を有し、もしくは宮崎県内に事

業所又は事務所を設置しようとする法人その他の団体（以下「

団体」という。）であること。

芋 法人にあっては、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）

第 167条の４第２項各号のいずれにも該当しない者であること

。

鰯 宮崎県が発注する建設工事の請負又は物品の購入若しくは製

造の請負等の契約に係る競争入札において、入札参加資格停止

又は指名停止の措置を受けていないこと。

允 地方自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規

定による指定の取消しを受けた事実がある者にあっては、当該

処分の日から起算して２年を経過している者であること。

印 会社更生法（平成14年法律第 154号）の規定に基づく更正手

続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）の規

定に基づく再生手続開始の申立ての事実がある者にあっては、

当該申立てに基づく更正手続開始の決定又は再生手続開始の決

定を受けていること。

咽 団体の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は

禁錮以上の刑に処せられている者がいないこと。

員 団体の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団の関係者又はその関係者と密接

な関係を有する者がいないこと。

因 国税及び地方税に滞納がないこと。

姻 劇場の管理運営に必要な法令上の許可を受け、又は受ける見

込みであること。

７ 指定管理候補者の選定に係る審査基準

茨 住民の平等な利用が確保されていること。

芋 経費の縮減が図られる事業計画であること。

鰯 劇場の効用を最大限に発揮する事業計画であること。

允 宮崎国際音楽祭の企画及び実施能力を有すること。

印 県民文化振興事業の企画及び実施能力を有すること。

咽 事業計画を確実に実施するための管理運営能力を有すること

。

８ 指定管理候補者の選定方法

提出された指定管理者指定申請書及び募集要領で定める書類等

により申請資格の審査を行った上で、別に設置する県立芸術劇場

指定管理候補者選定委員会が審査を行い、指定管理候補者を選定

するものとする。

９ 募集要領の配布場所及び請求先並びに配布期間

茨 配布場所及び請求先 宮崎県総合政策部文化文教課文化担当

宮崎県宮崎市橘通東２丁目10番１号 郵便番号 880－8501 電

話番号0985（26）7117

芋 配布期間 平成27年７月１日から平成27年８月31日まで（土

曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時までの間を除く。）

10 指定管理者指定申請書等の提出方法及び提出期間

茨 提出方法 指定管理者指定申請書に募集要領で定める書類を

添付し、提出先に持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提

出すること。

芋 提出期間 平成27年７月22日から平成27年８月31日まで（土

曜日及び日曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで（正午

から午後１時までの間を除く。）

11 指定管理者指定申請書等の提出先及び問合せ先

宮崎県総合政策部文化文教課文化担当 宮崎県宮崎市橘通東２

丁目10番１号 郵便番号 880－8501 電話番号0985（26）7117

12 その他

この募集に関する詳細は、募集要領による。

宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）第76条第１

項の規定により次の軽油引取税に係る免税証を紛失した旨の届出が

あったので、当該免税証は無効とする。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 免税証の種類

100渥券１枚

200渥券７枚

２ 用途

農業等

３ 記号及び番号

100渥券Ｇ 3402658

200渥券Ｈ 3403900～Ｈ 3403906

４ 有効期間

平成26年11月７日から平成27年３月31日まで

公公 告告
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５ 免税証に記載した販売店の名称

有限会社山崎鉱油

６ 紛失年月日

平成26年11月９日

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という

。）第８条第１項の規定により、宮崎市から意見を聴取したので、

当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

フェニックスガーデンうきのじょう

宮崎市柳丸町 150、 151の一部、 152の一部、 163－１、 163

－２、 165、 166、 167、 168－１の一部

２ 意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日

法第６条第１項の規定による届出

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住

所並びに法人にあっては代表者の氏名の変更

平成27年２月18日

３ 意見の概要

意見なし

４ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成27年６月29日から平成27年７月29日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という

。）第８条第１項の規定により、宮崎市から意見を聴取したので、

当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

イオンモール宮崎

宮崎市新別府町船戸 750番１

２ 意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日

法第６条第１項の規定による届出

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

平成27年２月１日

３ 意見の概要

意見なし

４ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成27年６月29日から平成27年７月29日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という

。）第８条第１項の規定により、宮崎市から意見を聴取したので、

当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ボンベルタ橘

宮崎市橘通西三丁目10番32号 外

２ 意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日

法附則第５条第１項の規定による届出

大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項の変更

平成27年３月19日

３ 意見の概要

意見なし

４ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成27年６月29日から平成27年７月29日まで

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、綾川総合土地改良区（国富町）から平成27年３月12日付けで申請

のあった定款の変更を認可した。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条の３第１項の規定に

より、宮浦地区県営土地改良事業（日南市、農地保全整備事業（急

傾斜対策））に係る土地改良事業計画を変更する。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 縦覧に供する書類

変更に係る土地改良事業計画書の写し

２ 縦覧期間

平成27年６月29日から平成27年７月28日まで

３ 縦覧場所

日南市役所農村整備課内

４ その他

この公告に係る土地改良事業計画の変更（以下「この計画の変

更」という。）に対して不服があるときは、縦覧期間満了の日の

翌日から起算して15日以内に、宮崎県知事に対して異議申立てを

することができる。

また、異議申立ての決定に対して不服があるときは、当該決定

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、宮崎

県を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となる。）、当該決

定に対する取消しの訴えを提起することができる。

なお、土地改良法第87条の３第６項において準用する同法第87

条第10項の規定により、この計画の変更についての異議申立てに

係る決定に対してのみ、取消しの訴えを提起することができる。

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第95条第３項において準用
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する同法第８条第１項の規定により、農地保有合理化法人（公益社

団法人宮崎県農業振興公社（宮崎市））が行う土地改良事業（宮崎

市長園原地区、団体営土地改良事業（口蹄疫埋却地再生活用対策事

業））の認可の申請を適当と決定した。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 縦覧に供する書類

決定に係る土地改良事業計画書及び規約の写し

２ 縦覧期間

平成27年６月29日から平成27年７月28日まで

３ 縦覧場所

宮崎市農業振興課内

宮崎市佐土原総合支所農林水産課内

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第77号

。以下「法」という。）第４条第７項の規定により、宮崎県の海洋

生物資源の保存及び管理に関する計画を次のように変更したので、

公表する。

平成27年６月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

茨 本県の水産業は、生産量で全国第16位、生産額で全国第14位

（平成24年）の漁獲実績を示している。県内においては、地域

的に水産業を中核とした関連産業が発達した地域があり、重要

な産業となっている。

芋 また、本県にとって水産業は、宮崎県総合計画（未来みやざ

き創造プラン）の中でも重要な位置付けであり、今後とも水産

業の発展を図っていくためには、海洋生物資源を適切に管理し

、合理的に利用していくことが必要である。

鰯 本県水域は、日向灘沖を黒潮が流れ、沿岸には豊後水道から

の内海系水が南下しており、黒潮周辺海域では黒潮に乗って回

遊する魚類の、沿岸域では浮魚類あるいは根付け資源等の好漁

場が形成されている。

允 我が国周辺水域における漁業資源の水準については、近年、

全体としておおむね安定的に推移しているが、低位水準にとど

まっている資源や、資源水準が悪化している資源もみられ、本

県海域における海洋生物資源も低水準、減少傾向にあるものが

多くみられる。

印 今後ともこのような状況が継続すれば、県民及び国民のニー

ズへの的確な対応のみならず、地域の経済の発展への重大な支

障となるおそれがある。

咽 このため、従来も種苗放流、漁業の管理等を通じて資源管理

型漁業の推進等、種々の保存管理措置を講じてきたところであ

るが、更に海洋資源の適切な保存及び管理を図るため、法第３

条第１項の基本計画により決定された漁獲可能量の都道府県別

の数量について、適切な管理措置を講じることとする。

員 また、宮崎県における水産資源の利用及び管理に関する基本

方針に基づき、水産資源の利用及び管理を推進することとする

。

因 その他、漁獲可能量制度を適切に管理し、必要に応じて漁業

者等の指導又は採捕の数量の公表等の実効措置を講じるため、

他県入漁船を含め、第１種特定海洋生物資源の採捕実績の的確

な把握に努めるものとする。

姻 さらに、海洋生物資源の適切な保存及び管理を図るため、協

定制度（法第13条第２項に規定する協定を締結することにより

、海洋生物資源の保存及び管理を図ることをいう。以下同じ。

）の活用等により、引き続き漁業者等による自主的な資源管理

を推進する。

引 なお、本県における漁獲可能量においては、他県入漁者の採

捕実績に妥当な配慮を払うものとする。

２ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定め

られた数量に関する事項

第１種特定海洋生物資源ごとの管理の対象となる期間及び知事

管理量は、下表のとおりとする。

（注） 「平成26年」の管理の対象となる期間は、まさば及びごまさ

ばにあっては平成26年７月から平成27年６月まで、それ以外の

第１種特定海洋生物資源にあっては平成26年１月から平成26年

12月までである。「平成27年」の管理の対象となる期間は、ま

さば及びごまさばにあっては平成27年７月から平成28年６月ま

で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成27年１

月から平成27年12月までである。

３ 第１種特定海洋生物資源の知事管理量について、海洋生物資源

の採捕の種類別、海域別又は期間別の数量に関する事項

第１種特定海洋生物資源ごとの知事管理量について、採捕の種

類別及び期間別に定める数量は、下表のとおりとする。

なお、海域別の数量は、定めない。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

（注） 「平成26年」の管理の対象となる期間は、まさば及びごまさ

ばにあっては平成26年７月から平成27年６月まで、それ以外の

第１種特定海洋生物資源にあっては平成26年１月から平成26年

12月までである。「平成27年」の管理の対象となる期間は、ま

さば及びごまさばにあっては平成27年７月から平成28年６月ま

で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成27年１

月から平成27年12月までである。

４ 第１種特定海洋生物資源知事管理量に関し実施すべき施策に関

する事項

【まいわし】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、海洋生物資源の採捕の数量等の報告

に関する規則（平成８年宮崎県規則第53号。以下「規則」とい

う。）の規定に基づき漁獲実績の報告を求め、現状以上に漁獲

努力量を増加させることのないようにするとともに、採捕の数

量が前年の実績程度となるよう努めるものとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まいわしの

平成27年平成26年第１種特定海

洋生物資源の

期間別に定め

る数量

25，000トン21，000トンまさば及びごまさば

若干若干まいわし

若干若干まあじ

中型まき網漁業及び小型まき網漁業採捕の種類

平成27年平成26年第１種特定海

洋生物資源の

期間別に定め

る数量

24，445トン20，506トンまさば及びごまさば

若干若干まいわし

若干若干まあじ
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採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていない

が、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め

、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。

【まさば及びごまさば】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、規則に基づき漁獲実績の報告を求め

、漁獲実績が配分量以下となるよう指導することとする。

また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現

状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業

することとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まさば及び

ごまさばの採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行

っていないが、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがな

いよう努め、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする

。

【まあじ】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、規則に基づき漁獲実績の報告を求め

、漁獲実績が配分量以下となるよう指導することとする。

また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現

状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業

することとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まあじの採

捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていないが

、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め、

漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。

５ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

茨 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するために、よ

り詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁獲

情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査及び研究の

充実・強化を更に進めることとする。

芋 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

６ 指定海洋生物資源の保存及び管理に関する事項

本県においては該当なし
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